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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第46期

第３四半期累計期間
第47期

第３四半期累計期間
第46期

会計期間
自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日

自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日

自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日

売上高 (千円) 7,482,494 7,835,950 10,331,385

経常利益 (千円) 681,301 793,945 866,736

四半期(当期)純利益 (千円) 475,962 542,733 616,654

持分法を適用した
場合の投資利益

(千円) ― ― ―

資本金 (千円) 313,700 313,700 313,700

発行済株式総数 (株) 5,564,000 5,564,000 5,564,000

純資産額 (千円) 4,327,825 4,801,191 4,468,547

総資産額 (千円) 8,106,435 8,869,048 8,503,076

１株当たり四半期(当期)純利益
金額

(円) 85.62 97.64 110.93

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― 38.00

自己資本比率 (％) 53.4 54.1 52.6
 

　

回次
第46期

第３四半期会計期間
第47期

第３四半期会計期間

会計期間
自 平成28年10月１日
至 平成28年12月31日

自 平成29年10月１日
至 平成29年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 28.99 23.96
 

(注) １  売上高には、消費税等は含まれておりません。

２ 当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

３ 持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。

４ 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

５ 第46期の１株当たり配当額の内訳は、普通配当12円、特別配当26円であります。

　

２ 【事業の内容】

当第３四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について重要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資

者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリス

ク」についての重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

(1) 業績の状況

当第３四半期累計期間における我が国経済は、人手不足の深刻化を背景とした人件費の増加が、企業収益の下押

し要因ではあるものの、好調な米国経済を背景に輸出・生産活動は穏やかに回復しており、企業収益は改善、また

堅調な雇用・所得情勢を背景に、個人消費も緩やかな回復基調を維持し、全体として景気は緩やかに回復しており

ます。

当第３四半期累計期間は、都市再開発事業や構内作業等総じて堅調な需要を背景に、活発な生産活動を維持いた

しました。特に、大型吸引作業車や先行製作車の販売が好調に推移した結果、前第３四半期累計期間に比べ増収・

増益の結果となりました。

業績(数値)につきましては、前第３四半期累計期間に比べ受注高は461百万円減の7,407百万円(前年同四半期比

5.9％減)、売上高は353百万円増の7,835百万円(前年同四半期比4.7％増)となりました。損益につきましては、営

業利益は109百万円増の773百万円(前年同四半期比16.4％増)、経常利益は112百万円増の793百万円(前年同四半期

比16.5％増)、四半期純利益は66百万円増の542百万円(前年同四半期比14.0％増)を計上することとなりました。

 

(2) 財政状態の分析

当第３四半期会計期間末の総資産は、前事業年度末残高に比べ365百万円増加し、8,869百万円となりました。こ

れは主に、売上債権の減少456百万円はありましたが、たな卸資産の増加383百万円、現金及び預金の増加299百万

円及び「ｅセンター」新設等に伴う有形固定資産の増加162百万円等によるものであります。

負債は、前事業年度末残高に比べ33百万円増加し、4,067百万円となりました。これは主に、仕入債務の増加285

百万円はありましたが、引当金の減少127百万円、未払消費税等の減少72百万円及び未払法人税等の減少58百万円

等によるものであります。

純資産は、前事業年度末残高に比べ332百万円増加し、4,801百万円となりました。これは主に、剰余金の配当

211百万円はありましたが、四半期純利益の計上542百万円等によるものであります。

 

(3) 研究開発活動

当第３四半期累計期間の研究開発費の総額は76百万円であります。

 
(4) 主要な設備

当第３四半期累計期間において新たに確定し、完了した主要な設備の新設は、次のとおりであります。

事業所名
（所在地名）

設備の内容
投資総額
（千円）

資金調達方法 完了年月

ｅセンター
（高知県南国市）

建物改修、設備増設 210,473 自己資金 平成29年11月
 

(注) １　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２　投資総額の内訳は、主として明見工場に隣接する他社工場跡地購入及び建物改修等であります。

３　生産環境の充実を主目的としており、完成後の増強能力についての記載は省略しております。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 17,576,000

計 17,576,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成29年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成30年２月９日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 5,564,000 5,564,000
東京証券取引所
(市場第二部)

単元株式数は100株
であります。

計 5,564,000 5,564,000 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成29年12月31日 ― 5,564,000 ― 313,700 ― 356,021
 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成29年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式 5,200
 

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

5,557,100
55,571 ―

単元未満株式
普通株式

1,700
― ―

発行済株式総数 5,564,000 ― ―

総株主の議決権 ― 55,571 ―
 

 

② 【自己株式等】

平成29年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

（自己保有株式）
兼松エンジニアリング株式会社

高知県高知市布師田
3981番地7

5,200 ― 5,200 0.09

計 ― 5,200 ― 5,200 0.09
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１ 四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号)に基づいて作成しております。

 

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間(平成29年10月１日から平成29年

12月31日まで)及び第３四半期累計期間(平成29年４月１日から平成29年12月31日まで)に係る四半期財務諸表につい

て、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

 

３  四半期連結財務諸表について

当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成29年３月31日)
当第３四半期会計期間
(平成29年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 2,194,250 2,494,242

  受取手形及び売掛金 2,740,772 ※１  2,283,925

  商品及び製品 200,688 447,930

  仕掛品 791,463 912,883

  原材料及び貯蔵品 242,738 257,731

  繰延税金資産 135,169 99,812

  その他 21,561 28,198

  貸倒引当金 △1,370 △1,141

  流動資産合計 6,325,274 6,523,582

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物（純額） 478,343 553,286

   土地 1,254,363 1,318,496

   その他（純額） 193,894 217,084

   有形固定資産合計 1,926,601 2,088,867

  無形固定資産 52,600 35,231

  投資その他の資産   

   繰延税金資産 75,743 72,496

   その他 126,577 151,692

   貸倒引当金 △3,721 △2,821

   投資その他の資産合計 198,599 221,367

  固定資産合計 2,177,801 2,345,466

 資産合計 8,503,076 8,869,048
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           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成29年３月31日)
当第３四半期会計期間
(平成29年12月31日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 2,912,635 ※１  3,197,983

  未払法人税等 146,519 88,282

  賞与引当金 265,000 184,350

  役員賞与引当金 60,200 7,102

  製品保証引当金 62,000 51,700

  その他 395,406 329,163

  流動負債合計 3,841,760 3,858,581

 固定負債   

  退職給付引当金 183,298 199,805

  その他 9,470 9,470

  固定負債合計 192,768 209,275

 負債合計 4,034,529 4,067,857

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 313,700 313,700

  資本剰余金 356,021 356,021

  利益剰余金 3,793,414 4,124,913

  自己株式 △1,828 △1,828

  株主資本合計 4,461,306 4,792,805

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 7,240 8,385

  評価・換算差額等合計 7,240 8,385

 純資産合計 4,468,547 4,801,191

負債純資産合計 8,503,076 8,869,048
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(2) 【四半期損益計算書】

【第３四半期累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年12月31日)

売上高 7,482,494 7,835,950

売上原価 5,606,065 5,896,093

売上総利益 1,876,429 1,939,856

販売費及び一般管理費 1,211,905 1,166,145

営業利益 664,524 773,711

営業外収益   

 受取利息 176 109

 受取賃貸料 13,245 13,692

 為替差益 14 ―

 その他 3,366 6,580

 営業外収益合計 16,802 20,381

営業外費用   

 為替差損 ― 90

 その他 25 56

 営業外費用合計 25 147

経常利益 681,301 793,945

特別利益   

 受取保険金 ※１  31,210 ―

 固定資産売却益 18 46

 特別利益合計 31,229 46

特別損失   

 災害による損失 ※１  16,414 ―

 固定資産売却損 24 ―

 固定資産除却損 68 200

 特別損失合計 16,506 200

税引前四半期純利益 696,023 793,791

法人税、住民税及び事業税 176,024 212,450

法人税等調整額 44,036 38,607

法人税等合計 220,061 251,058

四半期純利益 475,962 542,733
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【注記事項】

(四半期貸借対照表関係)

※１ 四半期会計期間末日満期手形等の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理しております。

なお、当第３四半期会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期会計期間末日満期手形等を満期日

に決済が行われたものとして処理しております。

 

 
前事業年度

(平成29年３月31日)
当第３四半期会計期間
(平成29年12月31日)

受取手形及び売掛金 ― 12,339 千円

支払手形及び買掛金 ― 265,769 千円
 

 

(四半期損益計算書関係)

※１ 受取保険金及び災害による損失

前第３四半期累計期間(自 平成28年４月１日　至 平成28年12月31日)

平成28年10月５日に発生した竜巻により本社西工場(高知県高知市)が被災し、復旧費用等16,414千円を災害によ

る損失として特別損失に計上し、それに伴う受取保険金31,210千円を特別利益に計上しております。

 
当第３四半期累計期間(自 平成29年４月１日　至 平成29年12月31日)

該当事項はありません。

 
(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期累計期

間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

 

 
前第３四半期累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日)

減価償却費 105,157千円 98,281千円
 

 

(株主資本等関係)

前第３四半期累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日)

１  配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月21日
定時株主総会

普通株式 183,439 33.00 平成28年３月31日 平成28年６月22日 利益剰余金
 

 

２ 基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末日後となる

もの

該当事項はありません。

 

当第３四半期累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年12月31日)

１  配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月20日
定時株主総会

普通株式 211,233 38.00 平成29年３月31日 平成29年６月21日 利益剰余金
 

 

２ 基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末日後となる

もの

該当事項はありません。

 

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

EDINET提出書類

兼松エンジニアリング株式会社(E01721)

四半期報告書

10/13



Ⅰ 前第３四半期累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日)

当社は、環境整備機器関連事業並びにこれらの付帯業務の単一事業であります。従いまして、開示対象となるセ

グメントはありませんので、記載を省略しております。

 

Ⅱ 当第３四半期累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年12月31日)

当社は、環境整備機器関連事業並びにこれらの付帯業務の単一事業であります。従いまして、開示対象となるセ

グメントはありませんので、記載を省略しております。

 

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第３四半期累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 85円62銭 97円64銭

    (算定上の基礎)   

   四半期純利益金額(千円) 475,962 542,733

   普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

   普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 475,962 542,733

    普通株式の期中平均株式数(株) 5,558,786 5,558,786
 

　(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成30年２月８日

兼松エンジニアリング株式会社

取締役会  御中

新日本有限責任監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   小　竹　　　伸　幸   印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   後　藤　　　英　之   印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている兼松エンジニア

リング株式会社の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの第47期事業年度の第３四半期会計期間(平成29年10月１

日から平成29年12月31日まで)及び第３四半期累計期間(平成29年４月１日から平成29年12月31日まで)に係る四半期財務

諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、兼松エンジニアリング株式会社の平成29年12月31日現在の財政状態及び同

日をもって終了する第３四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点にお

いて認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １ 上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２ ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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